
 

令和７年６月 20 日 

 

 

令和７年度独立行政法人北方領土問題対策協会調達等合理化計画 

 

 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年５月 25 日総

務大臣決定）に基づき、独立行政法人北方領土問題対策協会（以下「協会」という。）

は、事務・事業の特性を踏まえ、ＰＤＣＡサイクルにより、公正性・透明性を確保しつ

つ、自律的かつ継続的に調達等の合理化に取り組むため、令和７年度独立行政法人北方領

土問題対策協会調達等合理化計画を以下のとおり定める。 

 

１．調達の現状と要因の分析 

(１) 協会における令和６年度の契約状況は、表１のようになっており、全体の件数は

18 件、金額は 261,533 千円であり、競争性のある契約は 13 件（72.2％）・92,916 千

円（35.5％）、競争性のない契約は５件（27.8％）、168,617 千円（64.5％）であっ

た。 

競争性のある契約は、ネット動画を活用した情報発信の強化事業や船舶「えとぴ

りか」の一般公開等に関する啓発事業関連が中心で、前年度に比して、件数は調達

内容に変動はあったものの同様であり、金額は約 12,000 千円減少した。 

競争性のない契約は、四島交流等事業の使用船舶関連が３件（①「四島交流等の

実施及び後継船舶の確保に関する方針（関係閣僚申合せ）、船舶「えとぴりか」の長

期傭船協定」に基づく傭船及び運航委託業務、②船舶「えとぴりか」の試験運航等

に係る運航委託業務、③長期傭船協定期間の満了（令和８年度）以降の使用船舶の

調査検討に関する支援業務）であり、残る２件は財務諸表等の監査契約（令和５年

度に一般競争入札・総合評価落札方式により複数年契約を締結し、２年目以降は随

意契約を締結）及び羅臼国後展望塔外部照明改修工事（施設の建設・増築に携わっ

た者以外に要件を満たす者がいないため随意契約を締結）であった。前年度に比し

て、件数は３件増加（船舶の調査検討、監査契約、改修工事）し、金額は約 25,000

千円増加した。 

 

表１ 令和６年度の協会の調達全体像            （単位：件、千円） 

事項 
令和５年度 令和６年度 比較増△減 

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 

競争入札

等 

（ 86.7％） 

13 

（ 42.3％） 

105,166 

（ 72.2％） 

13 

（ 35.5％） 

92,916 

（  0％） 

0 

（△11.6％） 

 △12,250 

企画競

争・公募 

（   0％） 

0 

（   0％） 

0 

（   0％） 

0 

（   0％） 

0 

（  0％） 

0 

（     0％） 

0 

競争性の

ある契約

（小計） 

（ 86.7％） 

13 

（ 42.3％） 

105,166 

( 72.2％) 

13 

（ 35.5％） 

92,916 

（  0％） 

0 

 

（△11.6％） 

 △12,250 

競争性の

ない随意

契約 

（ 13.3％） 

2 

（ 57.7％） 

143,593 

（ 27.8％） 

5 

（ 64.5％） 

168,617 

（ 150％） 

3 

（ 17.4％） 

25,024 

合 計 
（ 100％） 

15 

（  100％） 

248,759 

（  100％） 

18 

（  100％） 

261,533 

（ 20.0％） 

3 

（  5.1％） 

 12,774 
（注 1） 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 
（注 2） 比較増△減の（  ）書きは、令和６年度の対令和５年度伸率である。 
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(２) 協会における令和６年度の１者応札・応募の状況は、表２のようになっており、

全体の件数 13 件、金額 92,916 千円のうち、１者応札・応募は件数１件（7.7％）、

金額 15,048 千円（16.2％）であった。 

該当の１件は、調査研究事業における「北方領土ストーリーテリング・アーカイ

ブの構築に係る要件定義等業務」で、北方領土関連資料のデジタルデータの閲覧や

検索が可能で、北方領土に関する写真や映像等と連携したストーリー性のあるコン

テンツを提供するシステムを構築するための要件定義が内容であった。入札説明書

は７社へ交付し、入札参加が見送られた６社へヒアリングを行ったところ、法人や

要員に必要なシステム関連の資格条件を満たさなかった等の理由が挙げられ、アー

カイブシステムの構築はウェブサイト等とは違った特異性があり、アーカイブシス

テムを扱える事業者自体がマーケットに少ない等が現状であることがわかった。本

件ではアーカイブシステム構築に必要な資格を仕様書で設定したが、特殊なシステ

ム構築という専門性が１者応札に繋がったと思慮するところ、次年度以降は１者応

札とならないよう調達内容等を考慮した各種改善等の取組を行い、真に競争性が確

保されるよう努める。 

 

表２ 令和６年度の協会の一者応札・応募状況       （単位：件、千円） 

 令和５年度 令和６年度 比較増△減 

２者以上 
件数 13（100％） 12（92.3％）  △1（△ 7.7％） 

金額 105,166（100％） 77,868（83.8％） △27,298（△26.0％） 

１者以下 
件数 0（  0％） 1（ 7.7％） 1（  100％） 

金額 0（  0％） 15,048（16.2％） 15,048（  100％） 

合 計 
件数 13（100％） 13（ 100％） 0（    0％） 

金額 105,166（100％） 92,916（ 100％） △12,250（△11.6％） 

（注 1） 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 
（注 2） 合計欄は、競争契約（一般競争、指名競争、企画競争、公募）を行った計数である。 
（注 3） 比較増△減の（  ）書きは、令和６年度の対令和５年度伸率である。 

 

２．重点的に取り組む分野 

上記１の現状分析等を含め総合的な検討を行った結果、啓発施設等に関する調達及び

一者応札・応募については、状況に即した調達の改善及び事務処理の効率化に努めるこ

ととする。 

 

〇啓発施設等に関する調達 

啓発施設や北方領土隣接地域における調達については、遠隔地での調達であること

などを踏まえ、地元関係機関等の理解と協力の下、引き続き、コストの節減、参入の

拡大に努める。 

 

  〇入札説明書の電子交付 

応札者や応募者を増やすための取組として、入札説明書（仕様書を含む。）の電子

交付を可能な限り行う。 

 

〇一者応札・応募について 

「１者応札、１者応募にかかる改善方策」に従い、特に公告期間について、調達内
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容等を考慮し、入札参加事業者が検討や準備に時間を要すると考えられるものについ

ては、そのために必要な期間を出来るだけ確保するよう配慮し、余裕をもって早期に

公告を行うとともに、業務遂行のための人員や物品の手配に要する日数も勘案したう

えで、契約後の十分な業務準備期間が確保できるよう努める。 

 

３．調達に関するガバナンスの徹底 

（１）随意契約に関する内部統制の確立 

新たに随意契約を締結することとなる案件については、事前に協会内に設置され

ている随意契約審査委員会において、「独立行政法人北方領土問題対策協会会計規

程」（以下「会計規程」という。）における「随意契約によることができる事由」と

の整合性や、より競争性のある調達手続の実施の可否の観点から審査を受けること

とする。 

 

（２）不祥事の発生の未然防止・再発防止のための取組 

当協会では、会計規程等により、随意契約によることができる要件、一般競争入

札における公告期間・公告方法等、予定価格の作成・省略に関する基準について国

と同様の基準を定めている。総合評価方式、企画競争については、取扱要領を定め

ており、公募については、調達の都度要領を定め実施している。 

会計事務の処理方法・内容について、事前に内部決裁により十分な審査を行うと

ともに、監事及び会計監査人から定期的に監査を受けるなど継続的な検証を行って

いる。 

 

４．自己評価の実施 

調達等合理化計画の自己評価については、各事業年度に係る業務の実績等に関する評

価の一環として、年度終了後に実施し、自己評価結果を主務大臣に報告し、主務大臣の

評価を受ける。主務大臣による評価結果を踏まえ、その後の調達等合理化計画の改定・

策定等に反映させるものとする。 

 

５．推進体制 

（１）推進体制 

本計画に定める各事項を着実に実施するため、理事長を総括責任者とする調達等

合理化検討会により調達等合理化に取り組むものとする。 

     総括責任者    理事長 

     副総括責任者  事務局長 

     メンバー    札幌事務所長、総務課長、各グループ上席専門官 

 

（２）契約監視委員会の活用 

監事及び外部有識者によって構成する契約監視委員会は、当計画の策定及び自己

評価の際の点検を行うとともに、これに関連して、新規の随意契約、一者応札・応

募案件などに該当する個々の契約案件の事後点検を行い、その審議概要を公表する。 

 

６．その他 

調達等合理化計画及び自己評価結果等については、協会のホームページにて公表する

ものとする。 

なお、計画の進捗状況を踏まえ、新たな取組の追加等があった場合には、調達等合理

化計画の改定を行うものとする。 


